プロジェクト学習共同実施に係る覚書

函館圏公立大学広域連合（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）は，次のとおりプロジェクト学習共同実施に係る覚書を締結する。

（目的）

第１条　この覚書は，甲が学部３年生の講義として実施するシステム情報科学実習『“年度・テーマ名”』（以下「プロジェクト学習」という。）を，甲および乙が共同で進めるにあたり，作成される成果物ならびに相互に開示する秘密情報の取扱いを定めることを目的とする。

（定義）

第２条　この覚書において使用する用語の定義は，それぞれ以下の各号のとおりとする。

（１）「成果物」とはプロジェクト学習の結果，新たに得られた発明，考案，意匠，著作物，ノウハウ等の技術成果および作成された報告書，ポスター等の資料をいう。 

（２）「秘密情報」とは相手方が秘密である旨を指定した情報のうち，以下の一に該当しないものをいう。

　　　①　開示を受ける前に公知であった情報

　　　②　開示を受ける前に自らが既に所有していた情報

　　　③　開示を受けた後に自らの責によらず公知となった情報

　　　④　開示を受けた後に正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務を負わず開示を受けた情報

（秘密情報の管理）

第３条　甲および乙は，善良なる管理者の注意をもって秘密情報を管理および運用するものとする。
２　甲および乙は，相手方の事前の承諾なく，秘密情報の全部または一部を複製してはならない。

３　甲および乙は，相手方の事前の承諾なく，相手方の秘密情報を第三者に開示してはならない。

４　甲および乙は，相手方の事前の承諾なく，第１条以外の目的に秘密情報を使用してはならない。

（アクセス制限）

第４条　甲は，秘密情報をプロジェクト学習に携わる教員および学生に限り開示することができる。この場合，甲は担当教員の責任において学生に秘密保持を遵守させるものとする。

２　乙は，秘密情報をプロジェクト学習に携わる自己の役員および従業員に限り開示することができる。

（秘密情報の返還）

第５条　甲および乙は，この覚書の有効期間が終了した場合，相手方の指示に従い，すみやかに秘密情報を返還または破棄しなければならない。

（無保証）

第６条　甲および乙は，秘密情報の瑕疵について，一切の責任を負わないものとする。

２　甲および乙は，秘密情報が第三者の知的財産権を侵害していないことを保証するものではない。

３　甲は，成果物の瑕疵について，一切の責任を負わないものとする。

４　乙は，成果物を使用または運用しようとするときは，自らの責任において実施するものとする。

（知的財産権）
第７条　甲および乙は，プロジェクト学習の結果，知的財産の創作を行ったときは，すみやかに相手方に通知するものとし，その知的財産権の取扱いについて，甲乙協議の上，別途定めるものとする。
（成果の公表）

第８条　甲は，成果物を公表できるものとする。 ただし，公表の時期および方法について，甲乙協議の上，適切に定めるものとする。

（有効期間）

第９条　この覚書の有効期間は，平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日までとする。

（契約の解除）

第１０条　甲または乙は，次の各号のいずれかに該当し，催告後３０日以内に是正されないときは，この覚書を解除することができる。

（１）相手方がこの覚書の履行に関し，不誠実または不正な行為があったと認められるとき。

　（２）相手方がこの覚書のいずれかの条項に違反したと認められるとき。

２　前項の規定にかかわらず，相手方がこの覚書の第３条または第４条の規定に違反した場合，甲または乙は直ちにこの覚書を解除することができる。

（損害賠償）

第１１条　甲および乙は，前条に掲げる事由により損害を被った場合にも，一切の損害賠償請求等をしないものとする。

（協議）

第１２条　この覚書に定めのない事項およびその内容に疑義を生じた場合には，甲乙誠意を持って協議の上，別途定めるものとする。

　この覚書の締結を証するため，本覚書を２通作成し，甲乙それぞれ１通を保管するものとする。

平成　　年　　月　　日

甲
北海道函館市亀田中野町１１６番地２

函館圏公立大学広域連合

広域連合長　井　上　博　司
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